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研究成果の概要（和文）：科学技術の専門的知識には，程度の差はあれ，様々な不確実性が避けられない．ま
た，社会の中で科学技術の知識を用いる際にどのような科学的知識が必要かは価値判断と不可欠であるため科学
自体では定まらない．このような「科学的知識の不定性」を直視し，不定性の様々な性質を踏まえた上で，より
的確な判断を私たちが主体的に下すための条件を考察し，科学的知識に伴う不定性の性質・類型を明らかにする
とともに，その成果を書籍にまとめた（2017年度に出版予定）．

研究成果の概要（英文）：Uncertainty always exists in its degree in the knowledge of science and 
technology. Also, the issue which scientific knowledge is needed for decision-making cannot be 
determined by scientific knowledge itself, as decision-making must be related to value-judgment. We 
have discussed these properties of the knowledge of science and technology, namely, scientific 
incertitude, and found several conditions to be considered for better decision-making. We have 
edited a book about scientific incertitude with our members, and will be published in the fiscal 
year, 2017.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 

①� 科学・技術の「専門知」の用い方や，

科学者によるその情報発信のあり方が

厳しく問い直され，その「中立性・客

観性」がどのように確保され，非専門

家はどのように「中立性・客観性」を

評価できるのか，といった重要な論点

が浮き彫りにされていた． 

②� 科学的不定性下の意思決定の典型的場

である法廷では，訴訟法や訴訟規則，

法理論のいずれもが，科学の不定性の

存在を考慮した設計にはなっておらず，

不確実性や多義性を持つ先端技術の評

価が原理的に困難な現状であることが

明らかになっていた．法廷では，科学

の不定性が理解されず，科学者証人は

専門的知見で答えられる範囲を超えた

判断，すなわち「踏み越え」が求めら

れる状況であった．科学者も，不定性

を自覚・整理できていない場合，価値

判断と科学的判断を混同する状況を招

き，建設的議論が困難となっていた．

それゆえ，科学・技術の関わる社会的

意思決定の制度設計に，不定性の類型

化と性質の解明が不可欠であった． 

 
２． 研究の目的 

科学・技術には、その知見自身では答

えや選択が決まらない不定性がある．

不定性は社会との関わりの中で多様な

類型と，その類型に応じた性質を帯び

て現れる．先端技術が関わる社会的意

思決定では，それゆえ不定性類型を前

提とした制度設計が求められる．しか

し従来の科学論では，科学的不定性が

社会との接点で顕在化させる類型と，

その性質の解明が不十分であり，社会

的意思決定のための制度設計と，制度

設計の前提となるべき科学リテラシー

教育双方へのボトルネックとなってい

る．そこで本研究は，科学的不定性の

類型化と，これを活用したリテラシー

教育カリキュラム開発，そして不定性

を前提とした意思決定制度に必要な条

件を明らかにすることを目的とする． 
 
３．研究の方法 

臨床医学，科学教育，社会的意思決定の現

場で，「科学的不定性」が関わる問題群を

収集し，不定性の普遍的構造探索の素材と

する．それらを Stirling の４つの類型を参

照軸にしながら，１）どのような不定性の

性質が意思決定での混乱の原因になるのか，

２）その不定性への当事者認知，などを実

証的に調べる．また，科学的不定性を前提

とした制度設計を開始したオーストラリア

の法廷で，意思決定者（裁判官）や専門家

証人，訴訟当事者らに不定性がどのように

認知され，議論が整理されているか調査す

る．環境医学，巨大技術開発での検証と合

わせ，不定性の一般的類型と性質を明らか

にし，不定性を取り扱える意思決定制度の

条件を解明する．また，不定性を踏まえた

判断・議論ができる市民，不定性を踏まえ

た助言のできる科学・技術の専門家，双方

を育むための科学教育カリキュラムを試

行・開発する． 
 
４．研究成果 

①，臨床医学の場，科学教育の場，および，

社会的意思決定の場における不定性に対す

る専門家，および非専門家の認識の現状を

明らかにし，解明すべき課題を整理した．

それらの成果は，科学技術社会論研究 11

の特集「科学の不定性と東日本大震災」（玉

川大学出版部，2015年 3月）の論考にお

いて，本堂，吉澤，平田，纐纈らの論考と

して発表された． 

② 科学的不定性の存在を前提とした先駆

的意思決定手法として世界的に知られるオ

ーストラリアの科学裁判手法である「コン

カレント・エヴィデンス」について，その



手法の実状を現実の裁判の場において調べ

るため，オーストラリアのシドニーを訪ね，

この手法が裁判の現場で極めて有効に機能

していることを確かめた．この結果は，岩

波講座第６巻「法と科学の交錯」に収めら

れた論考「科学者からみた法と法廷」で発

表した（岩波書店，2014年 6月） 

③，公開シンポジウム「『科学の専門知を

法廷でどう扱うか？』NSW土地環境裁判

所長官プレストン判事を迎えて」の共催 

科学的不定性を前提とした社会的意思決定

手法に必要な要件を明らかにするためには，

海外の先行した実例の調査，国内との比較

は有効である．オーストラリアの科学裁判

において，広く採用されている手法「コン

カレント・エヴィデンス」は，科学的知識

における不定性を前提とした社会的制度設

計である．この手法発祥の地である，NSW

州土地環境裁判所長官であるプレストン判

事が来日する機会を捉え，東京霞ヶ関の弁

護士会館を会場に，日本の第一線で活躍す

る裁判官らと共に法学者や科学者を交えて

国際シンポジウムを行った．本シンポジウ

ムには，多くの現役裁判官，弁護士，法学

者，科学らが集い，科学的不定性を前提と

した意思決定手法の重要性や，手法の有用

性や課題などが明らかになった．このシン

ポジウム報告は，実務法律家が最も目を通

す雑誌「判例時報」誌に掲載された（雑誌

論文①）． 

④ 科学教育カリキュラム開発と実践研究 

科学的不定性を伝える科学教育カリキュラ 

ム開発の実践研究を東北大学の全学教育，

および大学院教育の授業において行い，そ

の成果を全学教育テキスト「自然科学総合

実験」 

の改訂等に反映させた．また，科学の不定

性を前提とした研究の健全性のあり方や，

社会的意思決定のあり方についても大学院

講義などでの実践研究を行い，カリキュラ

ム開発を行った．それらの実践研究や，不

定性一般に関する概念的研究を元に，岩波

講座「現代」の中で，不定性を前提とした

意思決定のあり方について研究代表者が一

章を担当した． 

⑤ 書籍出版 

科学的不定性と，これを前提とした意思決

定の条件，先駆的取り組みなどを内容とす

る一般向けの書籍を企画し，編集委員会を

十数回開催すると共に，全メンバーを対象

とした全体会議，著者との個別打ち合わせ

などを行い，編集作業をほぼ終えることが

できた．この書籍は 2部に分かれ，第一部

「科学の不定性に気づく」では，研究メン

バーの平田，纐纈，辻内，鈴木，渡辺，水

野が，それぞれの専門領域から，科学の不

定性を避け得ない具体的問題を取り上げる

ことで，不定性の領域を越えた普遍性と，

領域毎に異なる多様性を明らかにした．第

2部「科学の不定性に向き合う」では，中

島，笠，関根，米村，吉澤，尾内が，それ

ぞれの専門的知見を活用しながら，科学の

不定性の特徴を科学論をも踏まえてまとめ

た．ここでは，不定性と向き合うための中

等教育，高等教育の中での科学教育のあり

方，意思決定場面で不定性を避け得ない科

学的知識を活用するための法教育の課題，

不定性を可視化するためのツールとしての

「多基準マッピング」と，不定性がある中

での意思決定への市民参加の意義について

論じた．また，海外共同研究者である，オ

ーストラリア NSW州最高裁判事のマクレ

ラン氏，イギリスサセックス大学科学政策

研究所のスターリング氏も，この著書のた

めに論考を寄稿している．この書籍により，

研究者はむろん，この問題に関心を持つ多

くの読者に，私たちの到達点と今後の課題

を伝えることが出来るであろう． 
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